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上 場 会 社 名 近畿日本ツーリスト株式会社  上場取引所 東 大 
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問合せ先責任者 役職名  経理部長   氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 

中間決算取締役会開催日   平成１６年 ８月２７日 中間配当制度の有無      有 

中間配当支払開始日              単元株制度の採用の有無  有  (１単元 1,000 株) 

 
１．１６年６月中間期の業績（平成１６年１月１日～平成１６年６月３０日） 
(１) 経営成績                     (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％    百万円 ％   百万円 ％ 

１６年６月中間期 33,962 △5.1 △3,032 ― △2,711 ― 
１５年６月中間期 35,782 △10.8 △3,661 ― △3,087 ― 

１５年１２月期 82,632  851  1,944  

 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当 期 )純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 

１６年６月中間期 5,917 ― 64.07  
１５年６月中間期 △6,315 ― △68.35  

１５年１２月期 517  5.60  

(注) ①期中平均株式数 １６年６月中間期 ９２,３６９,９７７株 １５年６月中間期 ９２,３９９,３８０株 １５年１２月期 ９２,３９３,４２５株 

 ②会計処理の方法の変更     無 

 ③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(２) 配当状況 

 
1 株 当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 円 銭 円 銭 

１６年６月中間期 0.00  ―  
１５年６月中間期 0.00  ―  

１５年１２月期 0.00  0.00  

 
(３) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
     百万円     百万円 ％  円  銭 

１６年６月中間期 135,845   20,554 15.1  222.54 
１５年６月中間期 114,364   6,109 5.3  66.12 

１５年１２月期 136,221 13,574 10.0 146.93 

(注) ①期末発行済株式数 １６年６月中間期 ９２,３６１,０４２株 １５年６月中間期 ９２,３９４,６４８株 １５年１２月期 ９２,３８２,９７０株 
 ②期末自己株式数 １６年６月中間期 １４０,８４１株 １５年６月中間期 １０７,２３５株 １５年１２月期 １１８,９１３株 
 
２．１６年１２月期の業績予想(１６年１月１日～平成１６年１２月３１日) 

１株当たり年間配当  
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通   期 75,000 1,000 600  未定   未定    

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  ６円５０銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日

現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。 
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１１．個別中間財務諸表 

(１)中間貸借対照表 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成１６年６月３０日現在) (平成１５年６月３０日現在) (平成１５年１２月３１日現在) 
科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

受 取 手 形 

未 収 手 数 料 

顧 客 未 収 金 

た な 卸 資 産 

短 期 貸 付 金 

有 価 証 券 

団 体 前 払 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

 

 

※２ 

 

 

 

 

 

 

※２ 

 

 

 

 

※１ 

 

 

 

 

 

※２ 

 

 

 百万円 

９１，９９３ 

３２，０６７ 

９，５００ 

３ 

８，０７５ 

２３，０３９ 

４８ 

２，９９３ 

１，１５０ 

９，８１４ 

５，３９３ 

△９２ 

４３，８５１ 

７，６６５ 

２，０６３ 

５，３２６ 

２７５ 

２，０８５ 

３４，１００ 

２４，３０２ 

１０，３７６ 

４，８８７ 

４，２６４ 

△１，０５５ 

△８，６７５ 

   ％ 

６７.７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３２.３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円 

７８，４９６ 

２２，１４５ 

８，０００ 

４ 

７，００５ 

１７，８１９ 

５０ 

５，０３８ 

― 

１４，０２９ 

４，４４５ 

△４４ 

３５，８６８ 

８，０４２ 

２，２９４ 

５，３１８ 

４２９ 

１，０９３ 

２６，７３１ 

１６，７４６ 

１１，４３７ 

６，１０７ 

２，５８９ 

△１，７７２ 

△８，３７７ 

   ％ 

６８.６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３１.４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円 

９４，１８７ 

２９，１５９ 

１１，０００ 

１２ 

１１，０９０ 

２１，８２２ 

４６ 

１，８５３ 

― 

１５，０３８ 

４，２５２ 

△９０ 

４２，０３４ 

７，９１６ 

２，２２５ 

５，３１８ 

３７１ 

１，３８９ 

３２，７２８ 

２３，４１０ 

９，７６０ 

６，０７１ 

２，１４８ 

△１，１１０ 

△７，５５３ 

   ％

６９.１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３０.９ 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 合 計 １３５，８４５ １００.０ １１４，３６４ １００.０ １３６，２２１ １００.０ 

 



 ３ 

 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成１６年６月３０日現在) (平成１５年６月３０日現在) (平成１５年１２月３１日現在) 
科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

そ の 他
 

 

 

 

※４ 

 百万円 

１０８，５０７ 

７０１ 

１７，５３２ 

７，０２６ 

２９，５６３ 

３８，８０２ 

１３，７７９ 

５７８ 

５２１ 

６，７８３ 

９ 

６，７６６ 

７ 

   ％ 

７９.９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.０ 

 百万円 

１０４，４２９ 

８３４ 

１０，６４９ 

９８ 

２８，６１３ 

３９，２６３ 

２３，５１８ 

― 

１，４５１ 

３，８２５ 

２４ 

３，７９２ 

７ 

   ％ 

９１.３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.４ 

 百万円 

１１７，５２２ 

６３２ 

１６，０５７ 

６６８ 

２７，１９１ 

４７，４６６ 

２４，９１３ 

２６３ 

３２８ 

５，１２５ 

１６ 

５，１０１ 

７ 

   ％ 

８６.３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.７ 

 

 

 

負 債 合 計 １１５，２９１ ８４.９ １０８，２５４ ９４.７ １２２，６４７ ９０.０ 

 （資 本 の 部)       

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

そ の他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

中間未処分利益又は 

中間(当期)未処理損失(△)  

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

 ７，５７９ 

３，３４２ 

１，８９４ 

１，４４７ 

６，８２１ 

― 

― 

６，８２１ 

２，８４３ 

△３３ 

５.６ 

２.４ 

 

 

５.０ 

 

 

 

２.１ 

△０.０ 

７，５７９ 

５，２８３ 

５，２８３ 

― 

△７，８６９ 

９０３ 

９，４０２ 

△１８，１７６ 

１，１４０ 

△２３ 

６.６ 

４.６ 

 

 

△６.９ 

 

 

 

１.０ 

△０.０ 

７，５７９ 

５，２８３ 

５，２８３ 

― 

△１，０３６ 

９０３ 

９，４０２ 

△１１，３４３ 

１，７７５ 

△２６ 

５.６ 

３.９ 

 

 

△０.８ 

 

 

 

１.３ 

△０.０ 

資 本 合 計 ２０，５５４ １５.１ ６，１０９ ５.３ １３，５７４ １０.０ 

負 債 ･ 資 本 合 計 １３５，８４５ １００.０ １１４，３６４ １００.０ １３６，２２１ １００.０ 

 

 

 



 ４ 

(２)中間損益計算書 

当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 
科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

 

営 業 収 益 

営 業 費 用 

 

 

※１ 

 百万円 

３３，９６２ 

３６，９９４ 

   ％ 

１００.０ 

１０８.９ 

 百万円 

３５，７８２ 

３９，４４４ 

   ％ 

１００.０ 

１１０.２ 

 百万円 

８２，６３２ 

８１，７８１ 

   ％ 

１００.０ 

９９.０ 

営 業 利 益 
営 業 損 失 

又は 
（△） 
 

△３，０３２ △８.９ △３，６６１ △１０.２ ８５１ １.０ 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

※２ 

※３ 

３７８ 

５７ 

１.１ 

０.２ 

５９１ 

１６ 

１.７ 

０.１ 

１，１２０ 

２７ 

１.３ 

０.０ 

経 常 利 益 
経 常 損 失 

又は 
（△） 
 

△２，７１１ △８.０ △３，０８７ △８.６ １，９４４ ２.３ 

特 別 利 益 

営 業 譲 渡 益 

 

 

１８，２１１ 

１８，２１１ 

５３.６ 

 

― 

― 

― 

 

１，７０１ 

― 

２.１ 

 

投資有価証券売却益 

過年度外国税還付額 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

そ の 他 

特 別 損 失 

投資損失引当金繰入額 

厚生年金代行返上損 

割 増 退 職 金 

関係会社債権放棄損 

投資有価証券評価損 

固 定 資 産 除 却 損 

そ の 他 

― 

― 

― 

― 

３，５４２ 

１，１２２ 

２，２３２ 

― 

― 

― 

２３ 

１６４ 

 

 

 

 

１０.４ 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

２，６０９ 

９９０ 

― 

１，５６５ 

― 

３１ 

２１ 

― 

 

 

 

 

７.３ 

 

 

 

 

７３４ 

８２１ 

１１４ 

２９ 

２，６４９ 

１６６ 

― 

１，６５５ 

６９７ 

― 

３７ 

９３ 

 

 

 

 

３.２ 

 

 

 

 

 

税 引 前中間 ( 当 期 ) 純 利益 
又は税引前中間純損失 ( △ ) 

 
１１，９５７ ３５.２ △５，６９６ △１５.９ ９９６ １.２ 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

 ７，０００ 

△９６０ 

２０.６ 

△２.８ 

８０ 

５３９ 

０.２ 

１.５ 

８００ 

△３２１ 

１.０ 

△０.４ 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
又 は 中 間 純 損 失 (△ ) 

利 益 準 備 金 減 少 額 

 
５，９１７ 

９０３ 

１７.４ 

 

△６，３１５ 

― 

△１７.６ 

 

５１７ 

― 

０.６ 

 

前 期 繰 越 損 失 (△ )  ―  △１１，８６０  △１１，８６０  

中 間 未 処 分 利 益 又 は 
中間(当期)未処理損失 ( △ ) 

 ６，８２１  △１８，１７６  △１１，３４３  

 

 

 

 

 



 ５ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(１)有価証券 

①子会社及び関連会社株式は総平均法による原価法により評価しております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

              なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

(２)たな卸資産 

先入先出法による原価法により評価しております。(ただし、出版物については個別法による原価法により評価しております。) 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

(２)無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社

利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は財務内容評価法によ

っております。 

(２)投資損失引当金 

関係会社等への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して計上しております。 

(３)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込み額のうち当中間会計期間に対応する見積額を計上しております。 

(４)退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数(１０年)による按分額を、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。 

   
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 
５．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

為替予約取引及び通貨オプション取引を行うこととしております。 

②ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務を対象としております。 

(３)ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 



 ６ 

追 加 情 報 

当中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(退職給付会計) 

 当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚

生年金基金は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成１６年１月１日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認可を受け

ました。それに伴い「退職給付会計に関す

る実務指針（中間報告）」 （日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第１３号）第４

７-２項に定める経過措置を適用し、当該

将来分返上認可の日において代行部分

に係る退職給付債務と年金資産を消滅し

たものとして会計処理しております。本処

理に伴う当中間会計期間における損益に

与えている影響額は、厚生年金代行返上

損として特別損失に２，２３２百万円計上し

ております。また、当中間会計期間末日現

在において測定された返還相当額（最低

責任準備金）は、８，６１２百万円でありま

す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

(自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準) 

 当中間会計期間から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基準」(企

業会計基準第１号 企業会計基準委員会 

平成１４年２月２１日)を適用しております。

この変更に伴う損益に与える影響はありま

せん。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における貸借対照表

の資本の部については、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

(１株当たり当期純利益に関する会計基準) 

 当中間会計期間から「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」(企業会計基準第

２号 企業会計基準委員会 平成１４年９

月２５日)及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第４号 企業会計基準委員会 

平成１４年９月２５日)を適用しております。

この適用による１株当たり情報に与える影

響はありません。 

 

(退職給付会計) 

 退職給付における過去勤務債務の償却

方法は、従来、発生時において一括償却

する方法を採用しており、前中間会計期

間においても一括償却による方法によっ

ておりましたが、前事業年度において発生

年度の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(１０年)による定額法により処

理する方法に変更しております。 

なお、前中間会計期間において退職給

付制度の変更がなく過去勤務債務が発生

していないため、前事業年度と同じ方法を

採用した場合の損益に与える影響はあり

ません。 

(自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準) 

 当期から「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」(企業会計基準

第１号 企業会計基準委員会 平成１４年

２月２１日)を適用しております。この変更に

伴う損益に与える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当

期における貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作

成しております。 

(１株当たり当期純利益に関する会計基準) 

 当期から「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基準第２号 企業

会計基準委員会 平成１４年９月２５日)及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第４号 企業会計基準委員会 平成１４年

９月２５日)を適用しております。この適用に

よる１株当たり情報に与える影響はありま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(クラブツーリズム事業部門の営業譲渡) 

 当社は、旅行事業部門の明確な区分と

事業価値の最大化及び経営資源のより効

率的な活用を目的として、平成１５年１１月

２５日にクラブツーリズム事業部門の営業

を譲渡することに基本合意し、平成１６年２

月９日に営業譲渡契約を締結しました。 

(１)営業譲渡先 

クラブツーリズム株式会社 

(２)譲渡の時期 

            平成１６年４月３０日 

(３)譲渡予定価格 

              ２４８億円４０百万円 

 



 ７ 

注 記 事 項 

 

(中間貸借対照表関係) 

当中間会計期間末 

（平成１６年６月３０日現在） 

前中間会計期間末 

（平成１５年６月３０日現在） 

前事業年度末 

（平成１５年１２月３１日現在） 

※１．

 

※２．

 

３．

 

※４．

有形固定資産の減価償却累計額 

              ４，８４４百万円 

担保に供している資産 

有価証券        １，１５０百万円 

投資有価証券     １，１９９百万円 

保証債務          ５１６百万円 

     (経営指導念書等１５８百万円含む) 

仮払消費税及び仮受消費税等は相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため「未払

金」に含めて表示しています。(２，０７０百

万円) 

※１．

 

※２．

 

 

３．

 

※４．

有形固定資産の減価償却累計額 

              ５，２９４百万円 

担保に供している資産 

預金           ４，８４９百万円 

投資有価証券     ２，３４７百万円 

保証債務        ２，８３３百万円 

     (経営指導念書等９８０百万円含む) 

仮払消費税及び仮受消費税等は相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため「未払

金」に含めて表示しています。(1４５百万

円) 

※１．

 

※２．

 

 

３．

 

※４．

有形固定資産の減価償却累計額 

               ５，３５１百万円 
担保に供している資産 

投資有価証券     ２，３５０百万円 

 

保証債務        １，４９７百万円 

      (経営指導念書等１４８百万円含む) 

 

 

(中間損益計算書関係) 

当中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

※１．

 

 

※２．

 

 

※３．

 

減価償却実施額 

  有形固定資産    １３５百万円 

  無形固定資産    ２５２百万円

営業外収益の主要項目 

  受取利息       １２６百万円 

  受取配当金       ６５百万円 

  

営業外費用の主要項目 

  支払利息        １０百万円 

※１．

 

 

※２．

 

 

※３．

 

減価償却実施額 

  有形固定資産    １６４百万円 

  無形固定資産     １０５百万円 

営業外収益の主要項目 

  受取利息        １２０百万円 

  受取配当金       １３６百万円 

  為替差益       ２８５百万円 

営業外費用の主要項目 

  支払利息        １１百万円 

※１．

 

 

※２．

 

 

※３．

 

減価償却実施額 

  有形固定資産     ３３９百万円 

  無形固定資産     ２４７百万円 

営業外収益の主要項目 

  受取利息         ２６４百万円 

  受取配当金       ４８１百万円 

  為替差益        ２９９百万円 

営業外費用の主要項目 

  支払利息         ２２百万円 

 

 



 ８ 

１２．リ ー ス 取 引 

当中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び中間期末残高相 
 当額 

 
取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

４，５００ ２，８０１ １，６９８ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

６６２ ３９０ ２７２ 

合計 ５，１６２ ３，１９１ １，９７１ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内           １，０３４百万円 
１ 年 超          １，００６百万円 

合 計          ２，０４０百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料           ７２３百万円 
 (２)減価償却費相当額      ７４８百万円 
 (３)支払利息相当額          ２６百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価 
 額を零とする定額法によっております。 
 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価 
 額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については､利息法

に よっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び中間期末残高相 
 当額 

 

取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

７，５７７ ５，０５６ ２，５２０ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

３，１０４ ２，１７９ ９２４ 

合計 １０，６８１ ７，２３６ ３，４４５ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内           １，６０９百万円 
１ 年 超          １，９３０百万円 

合 計          ３，５３９百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         ９７４百万円 
 (２)減価償却費相当額    １，０４０百万円 
 (３)支払利息相当額          ４３百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

    同左 
 

 

５．利息相当額の算定方法 

    同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

６，１４５ ３，８１１ ２，３３４ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

２，３５３ １，６９７ ６５５ 

合計 ８，４９９ ５，５０９ ２，９８９ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内           １，３８８百万円 
１ 年 超          １，６３１百万円 

合 計          ３，０２０百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         ２，０７５百万円 
 (２)減価償却費相当額    ２，０３８百万円 
 (３)支払利息相当額        ８３百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

１３．有 価 証 券 

当中間会計期間末、前中間会計期間末及び前事業年度末において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

 

 

 

 

 



 ９ 

１４．重要な後発事象 

当中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

 

 

 

 

（厚生年金基金の代行部分の返上） 

当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚

生年金基金は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成１６年１月１日付けで厚生労働

大臣から将来支給義務免除の認可を受け

ました。それに伴い「退職給付会計に関す

る実務指針（中間報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第１３号）第４７

－２項に定める経過措置を適用し、当該認

可の日において代行部分に係る退職給付

債務の消滅を認識する予定です。 

これにより、代行部分に係る退職給付債

務（年金資産の返済相当額を控除後）の消

滅処理と会計基準変更時差異の未処理額

等との一括計上処理により、翌会計年度に

おいて約２，２３２百万円の特別損失が発

生する見込みであります。 

 

 


